
１１東松山市

２２年国調 ２２年国調世帯数

１７年国調

増 減 率 １７年国調世帯数

決算額 構成比 構成比

12,528,784 40.2 78.0
251,265 0.8 1.6
19,435 0.1 0.1
88,315 0.3 0.6
54,148 0.2 0.4

934,796 3.0 6.1
124,025 0.4 0.8

0 0.0 0.0 （単位：千円・％）
49,025 0.2 0.3
59,577 0.2 0.4

2,131,966 6.8 10.8
うち普通交付税 1,653,564 5.3 10.8 財 調

うち特別交付税 478,181 1.5 0.0 減 債

うち震災復興特別交付税 221 0.0 0.0 特 定 目 的

16,241,336 52.2 99.1 合 計

12,723 0.0 0.1
164,850 0.5 0.0
341,076 1.1 0.3
258,574 0.8 0.0

3,977,476 12.8 0.0
0 0.0 0.0

2,085,818 6.7 0.0
420,942 1.4 0.3

2,989 0.0 0.0
2,250,755 7.2 0.0 現

1,960,225 6.3 0.0
1,017,307 3.3 0.1 年

2,398,812 7.7 0.0
1,475,612 4.7 0.0 計

0 0.0 0.0
31,132,883 100.0 100.0

（単位：千円・％） 目　的　別　歳　出　の　状　況 （単位：千円・％）
決算額 構成比

4,259,669 14.6
う ち 職 員 給 2,864,902 9.8

6,307,235 21.6
2,249,440 7.7

内 元 利 償 還 金 2,249,440 7.7
訳 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

12,816,344 43.9
4,215,009 14.4

254,295 0.9
2,891,973 9.9
1,112,532 3.8
3,796,847 13.0
1,671,047 5.7

250,880 0.9
0 0.0

3,294,535 11.3
う ち 人 件 費 146,160 0.5 千円

普 通 建 設 事 業 費 3,294,535 11.3
うち　補　　　　助 1,366,238 4.7 ％

　うち  単　　　　独 1,903,323 6.5 ％ 住宅用地造成 被保険者１人当たり

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 下水道

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 病院

千円 その他

29,190,930 100.0
一　般　職　員　等（Ｈ２７・４・１現在）

職員数
（人） （百円） 総　　　務

区分 平成２６年度 474 　　退職手当支給事務 ○
31,132,883 27 　　事務機械共同施設 ○
29,190,930 7 　　そ　の　他 ○
1,941,953 0

736,059 0 民　　　生
1,205,894 481 　　老人福祉施設  

-19,258 　　そ　の　他
1,303,313 特　別　職　等（Ｈ２７・４・１現在）  

0 衛　　　生
1,424,822 　　伝　染　病
-140,767 　　じんかい処理 ○

1 26 4 1 　　し 尿 処 理  
 1 26 4 1 　　火　葬　場  
 1 26 4 1 　　そ　の　他 ○

○ 1 26 4 1  
　　　　　　特定農山村  1 26 4 1 土　　　木  

 19 26 4 1 　　そ　の　他

※「性質別歳出の状況」の欄の「普通建設事業費」の「うち補助」には受託事業費の補助事業費が、「うち単独」には同級他団体施行事業費負担金、受託事業費の単独事業費
がそれぞれ含まれています。
※個人情報保護の観点から、「一般職員等」において対象となる職員数が１人又は２人の場合は、「給料月額」「１人当たり平均給料月額」を「*」としています。

市町村類型 Ⅱ－１ うち日本人 (87,892人)

　　　　　　財源超過 議 会 議 員 4,020

　　　　　　山村振興
　　　　　　過　　　疎 教 育 長

 
4,170

区　　　分 定数

4,700

副 市 町 村 長 7,470 ○ 　　老人保健医療事業

　　　　　　首　　　都 議 会 議 長

　　国民健康保険事業

　　介護保険事業

議 会 副 議 長 　　交通災害共済事業

6,890 ○ 　　後期高齢者医療

１人当たり平均給料

実 質 単 年 度 収 支 37,273  　　収 益 事 業
指定団体等の指定状況 市 町 村 長 9,040  

実 質 収 支

積 立 金 取 崩 し 額 1,030,000 (報酬)月額(百円)  事業会計
繰 上 償 還 金 0

適用開始年月日

単 年 度 収 支 86,468 ○
積 立 金 980,805 そ  の  他

1,225,152 合 計 1,446,205 3,007  
教　　　育
　　そ　の　他

翌年度に繰越すべき財源 735,073 臨 時 職 員 0 0
歳 入 歳 出 差 引 1,960,225 消 防 職 員 0 0

　　消防災害補償
歳 出 総 額 27,825,738 教 育 公 務 員 28,945 4,135 ○ 　　そ　の　他
歳 入 総 額 29,785,963 うち技能労務員 84,861 3,143  

消　　　防
平成２５年度 一 般 職 員 1,417,260 2,990 ○ 　　常 備 消 防

収 支 状 況
一部事務組合の加入の状況

（単位：千円）
区　　　分

給料月額 １人当たり平均

給料月額（百円）

273
歳 出 合 計 20,243,067 合 計 4,450,871

（臨財債・減収補てん債除く）

0 歳 入 一 般 財 源 等 632,406 国 庫 支 出 金

22,185,020 90,816 保 険 給 付 費

加 入 世 帯 数

924,598 100.4 745,659

会
計
の
状
況

実 質 収 支 640,218

0
81

被 保 険 者 数 25,229

374,548 保険税 (料 )収入額 101

15,379,164
経 常 収 支 比 率 後期高齢者医療 770,220

再 差 引 収 支146,160 -50,679
14,668

100.0 3,294,535 20,243,067

国
民
健
康
保
険
事
業

40,908 91.6

投 資 的 経 費 979,880 経常経費充当一般財源等計
公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 1,053,741

内
　
　
訳

979,880
介護保険 783,481

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0.0 歳 出 合 計 29,190,930

0
投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 250,880 0 0.0 前年度繰上充用金 0 0.0 0 0

0 2,195,389
積 立 金 1,666,925 0 0.0 諸 支 出 金 0 0.0 0

0.0 0 0
繰 出 金 2,905,699 1,832,086 10.9 公 債 費 2,249,444 7.7

うち一部事務組合負担金 1,112,532 1,112,532 6.6 災 害 復 旧 費 0

1,169,947
補 助 費 等 2,557,771 2,035,645 12.1 教 育 費 2,387,891 8.2 412,879 1,992,737

1,725,375 2,161,976
維 持 補 修 費 249,478 249,478 1.5 消 防 費 1,175,482 4.0 23,004

1.2 203,660 169,404
物 件 費 3,617,398 3,261,855 19.4 土 木 費 4,093,502 14.0

（義務的経費計） 8,015,036 8,000,100 47.6 商 工 費 360,530

116,131
0 0 0.0 農 林 水 産 業 費 312,925 1.1 18,078 182,343

9.2 354,192 2,178,136
2,195,385 2,195,385 13.1 労 働 費 130,905 0.4 0

公 債 費 2,195,385 2,195,385 13.1 衛 生 費 2,681,009

4,188,913
扶 助 費 1,961,492 1,961,352 11.7 民 生 費 10,777,392 36.9 118,153 5,613,535

0.9 853 274,556
2,491,272 － － 総 務 費 4,747,294 16.3 438,341

決算額A 構成比 Aのうち普通建設事業費 Aの充当一般財源等

人 件 費 3,858,159 3,843,363 22.9 議 会 費 274,556

純 固 定 資 産 税 95.5
歳 入 合 計 15,321,084

性　質　別　歳　出　の　状　況
区          分 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区          分

うち減収補てん債特例分 0 合 計 12,528,784 100.0 51,833

合 計 95.1
うち臨時財政対策債 0 市 町 村 民 税 94.2

地 方 債 0 水 利 地 益 税 等 0 0.0 0

市 町 村 民 税 98.7
諸 収 入 19,800 法 定 外 目 的 税 0 0.0 0 純 固 定 資 産 税 99.2

繰 越 金 0 都 市 計 画 税 573,995 4.6 0

0
繰 入 金 0 事 業 所 税 0 0.0 0

徴
収
率

合 計 99.0

収 益 事 業 収 入 60,000
寄 附 金 0

内
訳

入 湯 税 0 0.0 0 土 地 開 発 基 金 現 在 高

財 産 収 入 53,564 目 的 税 573,995 4.6 0

実 質 的 な も の 0
県 支 出 金 0 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 合 計 2,305,950

国 有 提 供 交 付 金 0 法 定 外 普 通 税 0 0.0 0

保 証 ・ 補 償 0
国 庫 支 出 金 0 （法定普通税計） 11,954,789 95.4 51,833 そ の 他 2,305,950

(

支
出
予
定
額

)

債
務
負
担
行
為
額

物 件 等 購 入 0
手 数 料 0 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0

使 用 料 46,058 鉱 産 税 0 0.0 0

地 方 債 現 在 高 24,370,724
分 担 金 ・ 負 担 金 0 市 町 村 た ば こ 税 676,641 5.4 0 うち財政融資・旧郵政公社資金 17,676,119

交通安全対策特別交付金 12,723 軽 自 動 車 税 156,114 1.2 0

2,659,907
（一般財源計） 15,188,939 うち純固定資産税 5,337,842 42.6 0 5,221,412

2,025,432
0 法 人 税 割 762,766 6.1 51,833 536,073

1,653,564 法 人 均 等 割 242,726 1.9 0

積 立 金
現 在 高0 固 定 資 産 税 5,349,454 42.7 0

連 結 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 交 付 税 1,653,564 所 得 割 4,611,811 36.8 0 将 来 負 担 比 率 18.3

超過課税分 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 特 例 交 付 金 59,577 市

町
村
民
税

個 人 均 等 割 155,277 1.2 0

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 0 市　町　村　税　の　状　況 実 質 公 債 費 比 率 3.4
軽油・自動車取得税交付金 49,025 区          分 徴収済額 構成比

経 常 一 般 財 源 等 比 率 93.9
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 124,025 公 債 費 負 担 比 率 9.9

地 方 消 費 税 交 付 金 934,796 65.2％ 62.7％

財 政 力 指 数 ２ ４ ～ ２ ６ 0.86
株式等譲渡所得割交付金 54,148 第 ３ 次 28,151人 28,024人 実 質 収 支 比 率 7.4

配 当 割 交 付 金 88,315 29.0％ 32.6％

標 準 税 収 入 額 13,193,645
利 子 割 交 付 金 19,435 第 ２ 次 12,541人 14,569人 49,055人 標 準 財 政 規 模 16,322,821

地 方 譲 与 税 251,265 1.8％ 2.5％ １７年国調

基 準 財 政 収 入 額 10,227,854
地 方 税 11,954,789 第 １ 次 794人 1,095人 48,418人 基 準 財 政 需 要 額 11,943,956

区          分 経常一般財源等 区   分 ２２年国調 １７年国調 ２２年国調

歳　入　の　状　況 （単位：千円・％） 産　業　構　造 人口集中地区人口 区          分 （単位：千円・％）

0.1％
うち日本人 (-0.0％)

Ⅰ－４

65.35
市町村名 東松山市 -1.3％ 26.1.1 89,349人 人口密度（人/ｋ㎡）

台
帳
人
口

27.1.1

増減率

89,402人

世
帯
数

面積（ｋ㎡）

市町村番号 11 91,302人 うち日本人 (87,878人)

33,675世帯

34,945世帯

1,379

平成２６年度
地方公共団体コード 112127

人
口

90,099人

住
民
基
本

決算状況
地方交付税種地


